
吸収見込量
（万ｔ-CO２）

吸収量の積算時に見込
んだ前提※

森林・林業対
策の推進によ
る温室効果ガ
ス吸収源対策
の推進
（地球温暖化
防止森林吸収
源10カ年対
策）
（表５－１①）

森林整備量（2012年までの年平
均事業量）
更新＜６万ha＞
下刈＜35万ha＞
間伐＜45万ha＞
複層林への誘導伐＜３万ha＞
里山林等整備＜４万ha＞
森林施業道等整備＜2.79千km＞

木材供給・利用量＜25百万m3＞

約4,767
（森林・林業基
本計画に示さ
れた森林の有
する多面的機
能の発揮に関
する目標と林
産物の供給及
び利用に関す
る目標どおり
に計画が達成
された場合。た
だし、現状程
度の森林整備
等で推移した
場合は、目標
を大きく下回る
と見込まれ
る。）

・森林・林業基本計画に
示された森林の有する多
面的機能の発揮に関する
目標と林産物の供給及び
利用に関する目標どおり
に計画が達成された場
合、4,767万t-CO２程度の
吸収量を確保することが
可能との推計

・森林の有する多面的機
能の発揮に関する目標
（2010年）
<森林面積>
育成単層林　1,020万ha
育成複層林　  140万ha
天然生林　　 1,350万ha
合計           2,510万ha
（総蓄積）    4,410百万m3
　
・林産物の供給及び利用
に関する目標
<木材供給・利用量>
             25百万m3

１．森林吸収源対策

※個々の対策効果の吸収量見込みを試算す
るに際し、対策評価指標以外の想定した要因
とその計画策定時における見込み

・森林・林業基本法及び森林・林業基本計画に基づく施策の展開
・2003年から第１約束期間の終了年である2012年までの10年間において、基本計画に基づく森林整備等を計画的
に強力に推進。さらに吸収量の報告検証体制を整備。
（地球温暖化防止森林吸収源10ヵ年対策を展開）

別表５　　温室効果ガス吸収源対策・施策の一覧

具体的な対策
対策評価指標

＜2010年度見込み＞
各主体ごとの対策 国の施策

地方公共団体が
実施することが

期待される施策例

対策効果
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健全な森林の
整備

国、地方公共団体等：
森林・林業基本計画の
目標達成に向けて必要
な森林整備を推進
地方公共団体、林業関
係者、NPO等：管理不
十分な森林の整備を着
実かつ効率的に実施

・必要な間伐の実施、育成複層林施業、長伐期施業等適切な森
林整備の推進
・造林未済地の更新状況の調査等を通じた造林未済地の解消
・広葉樹林の適切な整備や針広混交林化の推進
・奥地水源林等における未立木地の解消、荒廃した里山林等の
再生
・効果的な路網の組合せ等による低コスト化、自然環境の保全に
配慮した路網の整備
・意欲ある担い手への施業・経営の委託等の推進、公的主体によ
る整備の推進
・森林整備を担う基幹的な森林・林業の担い手を育成・確保する
取組の推進

保安林等の適
切な管理・保
全

国、地方公共団体等：
治山施設の整備や保
安林の保全対策の適
切な実施等

・保安林制度による規制の適正な運用、保安林の計画的指定、保
護林制度等による適切な保全管理やＮＰＯ等と連携した自然植生
の保全・回復対策の推進
・流域の特性に応じた治山施設の整備の推進
・森林病害虫等被害の防止、林野火災予防対策の推進
・自然公園や自然環境保全地域の拡充及び同地域内の保全管
理の強化

国民参加の森
林づくり等の
推進

国、地方公共団体、事
業者、NPO等：普及啓
発、森林ボランティア活
動、森林環境教育、森
林の多様な利用等を推
進

・国土緑化運動の展開等による普及啓発の推進
・企業等による森林づくりの参加促進を始め、より広範な主体によ
る森林づくり活動の推進
・森林ボランティア等の技術向上や安全体制の整備
・森林環境教育の推進
・国立公園等における森林を含めた動植物の保護等を行うグリー
ンワーカー事業の推進

木材・木質バ
イオマス利用

国、地方公共団体、事
業者、NPO等：木材利
用に関する普及啓発、
木材産業の構造改革
等を通じた住宅や公共
部門等への木材の利
用拡大、木質資源の利
用の多角化を推進

・地域材を利用したモデル的な施設整備等による住宅や公共施
設等への地域材利用の推進
・木材利用に関する環境教育の充実等による地域材の実需拡大
を図るための消費者対策の推進
・情報化等を通じた、消費者ニーズに対応できる川上から川下ま
で連携した生産・流通・加工体制の整備
・低質材・木質バイオマスのエネルギーや製品としての利用の推
進
・林産物の新たな利用技術、木質新素材等の開発、実用化
・水質浄化や調湿等に利用する新用途木炭等の普及・啓発、利用
の推進

森林整備量（2012年までの年平
均事業量）
更新＜６万ha＞
下刈＜35万ha＞
間伐＜45万ha＞
複層林への誘導伐＜３万ha＞
里山林等整備＜４万ha＞
森林施業道等整備＜2.79千km＞

木材供給・利用量＜25百万m3＞

（再掲）

・森林・林業基本計画
の基本理念にのっと
り、森林及び林業に関
し、国との適切な役割
分担を踏まえて、区域
の自然的経済的社会
的諸条件に応じた施
策を推進

約4,767
（森林・林業基
本計画に示さ
れた森林の有
する多面的機
能の発揮に関
する目標と林
産物の供給及
び利用に関す
る目標どおり
に計画が達成
された場合。た
だし、現状程
度の森林整備
等で推移した
場合は、目標
を大きく下回る
と見込まれ
る。）

（再掲）
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面的機能の発揮に関する
目標と林産物の供給及び
利用に関する目標どおり
に計画が達成された場
合、4,767万t-CO２程度の
吸収量を確保することが
可能との推計
　
・森林の有する多面的機
能の発揮に関する目標
（2010年）
<森林面積>
育成単層林　1,020万ha
育成複層林　  140万ha
天然生林　　 1,350万ha
合計           2,510万ha
（総蓄積）    4,410百万m3
　
・林産物の供給及び利用
に関する目標
<木材供給・利用量>
             25百万m3

（再掲）
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都市緑化等の
推進
（表５－２①）

公共公益施設等における高木植
栽本数
＜高木植栽本数の増加量を７千
５百万本と想定＞

国、地方公共団体：
公共公益施設等にお
ける緑化の推進、緑の
創出に関する普及啓
発、幅広い主体による
緑化の推進
市民、企業、NPO等：
多様な土地・施設等に
おける緑化活動等への
主体的参画

・「緑の政策大綱」等に基づく都市公園の整備、道路、河川・砂
防、港湾等における緑化の推進、既存の民有緑地の保全、新た
な緑地空間の創出等の推進
・都市緑化等における吸収量の算定方法の精査・検討、報告・検
証体制の整備
・緑の創出に関する普及啓発と、市民、企業、NPO等の幅広い主
体による緑化の推進

・「緑の基本計画」等に
基づく都市公園の整
備、道路、河川・砂
防、港湾等における緑
化の推進、既存の民
有緑地の保全、新た
な緑地空間の創出等
の推進
・都市緑化等における
吸収量の算定や報
告・検証等に資する情
報の提供
・緑の創出に関する普
及啓発と、市民、企
業、NPO等の幅広い
主体による緑化の推
進

約28

・1990年度以降、2010年
度までの公共公益施設等
における高木植栽本数の
増加量を７千５百万本と
想定

２．都市緑化等の推進
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